都庁職病院支部委員会　「病院は、なぜこんなにいそがしい」

「診療報酬マイナス改定は医療を壊す」

1月16日（火）16時30分〜18時 東京労働会館ラパスホール地下１階
NPO法人医療制度研究会副理事長、元済生会栗橋病院外科　本田　宏
【はじめに】
臨時国会冒頭解散を受けて行われた10月22日の総選挙は、戦後２番目に低い53.68％という投票率で政府与党の圧勝に終わった。私は1979年に弘前大学を卒業し、1989年から先進国一医師不足の日本の中で最も医師不足の埼玉県の済生会栗橋病院で四半世紀勤務したが、3年前に還暦を迎え36年間の外科医生活に終止符を打ち、患者さん第一の視点で医療を再生させるために講演・論文執筆に加えて憲法25条を守る等の市民活動に参加している。
外科医引退の理由は、明治維新以来続くクレプトクラシー（収奪・盗賊政治）をデモクラシー（民主主義）に変えなければ、医療現場の労働改善はもちろん、社会保障崩壊にストップをかけることは不可能と悟ったからだ。白血病発見で有名なドイツの病理学者カール・フィルヒョウ（1821-1902）は「医療はすべて政治であり、政治とは大規模な医療にほかならない」と宣言したが、本日は何故病院がこんなにいそがしいのに、何故さらなる診療報酬マイナス改定が断行されるのか、そのルーツ明治維新を振り返り「考える人を増やす」重要性を強調したい。
【諦めずに明らめる4つのポイント】

　日本では何故国民の関心が高い社会保障や教育崩壊が放置されて、戦争法や共謀罪が強行採決され、改憲までが優先課題として検討されているのか。目前の多くの問題を解決するためには、「諦め」ることを止めて、問題の本質を「明らめ」考えることが第一歩だ。
1、 群盲象をなでるはダメ、 全体像を把握せよ 
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2、 グローバルスタンダードと比較する 

　厚労省や大手メディアは、医師不足を国内の医師数の増減や偏在の視点だけで論じることが殆どだ。私は医師数だけでなく、医師の労働時間・専門医数等を「OECD加盟国データ」と比較して説明してきたが、グローバルスタンダードと比較する重要性は最低賃金や年金・生活保護、教育分野の奨学金等についても同様だ。さもなければ私達がかかえる日本の多くの問題を客観的に評価することは不可能だ。
３、温故知新、歴史に学べ
　一応経済大国であるはずの日本は世界一の高齢化社会にもかかわらず、医師数が先進国最少となっているが、これは一朝一夕に起きた問題ではない。1983年に厚生省保健局長が、経済界の医療費抑制の要望に応えようと「医療費亡国論」を唱えたことが多大な影響を与え、医学部定員削減が政府の基本方針となったことから始まっている。医療や社会保障削減の歴史と、関与したステークホルダーがわからなければ、医療・介護再生に向けた政策変更は不可能だ。
4、Follow the money、いったい誰が得をする
　血税をどう振り分けるかが政治で、常に金(予算≒血税)の流れを確認することが必要だ。医療や介護さらに社会保障予算を削減して一体誰が得をしたのか。東京オリンピックや築地移転、リニア新幹線や辺野古基地移設、さらに戦争法や共謀罪を強行採決して一体誰が得をするのか。金の流れを追えば、一体誰が何を目的にその政策を実施しているのかが見えてくる。
【報道の自由度とメディアリテラシー】
　医師不足の実態は偏在ではなく絶対数不足で、日本のGDP当り医療費は先進国最低クラスだが、多くの国民はメディアや財務・厚労省等が発信する医師不足の原因は偏在、医療費増大は深刻で削減が必要等の情報を鵜呑みにしてしまう。これは他の分野の問題でも同様だ。
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視点1　日本医療再生を阻むもの　本田　宏　月刊/保険診療・2014年10月より
実は恥ずかしながら福島県郡山市に生まれた私も、40歳を過ぎる頃までは多くの日本人と同じように「NHKや朝日新聞等の大手メディアは正しい情報を伝えているはずだ」そうメディアを盲信していた。しかし東京女子医大から埼玉の地域の中核病院に赴任し過酷な労働環境を経験して、日本の医師数が先進国最少であることを知った。その後頻繁にメディアの取材を受けてわかったのは、殆どのジャーナリストが医師数について正確な知識がないこと、たとえ間違っていても厚労省記者クラブ発の情報が何よりも優先される現実だった。
　私には社会の木鐸の使命を放棄したようにしか見えない昨今の日本メディアを、世界はどう評価しているのだろう。国際ＮＧＯ「国境なき記者団」（本部・パリ）が発表した「報道の自由度ランキング」は昨年も今年も72位で、特定秘密保護法の施行以来「多くのメディアが自主規制し、独立性を欠いている」と見られている。そして内閣支持率が維持されて共謀罪が参院法務委員会採決を経ずに、本会議で成立されるという事態になった。
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しかし現在はツイッタ―やフェイスブック等のSNSが発達し、大手メディア以外にも自分で多くの情報にアクセスすることが可能となった。大手メディアの報道だけに頼らず、日本の問題にきづいた市民が、わかりやすく情報を発信・拡散して、国民に現在の日本の問題を直接発信することができれば、医療や介護等の社会保障充実、格差社会解消、そしてクレプトクラシー（収奪・盗賊政治）国家からデモクラシー（民主主義）国家へ脱皮することも夢ではない。
【日本医療・社会保障体制の実態】
１、日本の医療費は先進国中最低
日本は一応世界の経済大国で、目前に未曽有の超高齢化社会が確実なのに、医療費は先進国中最低に抑制され、国民自己負担は世界最高なのに薬剤や医療機器は世界一高いという理不尽な構図となっている。
　一昨年には安保関連法が多くの国民の反対にもかかわらず強行採決され、防衛予算は戦後最高に増額されたが、医療費は40兆円を超えたと医療費増が煽られて、さらなる医療費削減が断行されている。このままでは、未曾有の高齢化社会を乗り切ることは不可能だ。
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社会実情データ図録より　http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/1900.html
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医療費の自己負担率を世界と比べると日本は割高？ 日本の医療を考える
（2）医療費を支える財源　今村聡　公益社団法人日本医師会 副会長（ 10MTVオピニオン） 　http://10mtv.jp/pc/content/detail.php?movie_id=1438
大手メディアは医療費が40兆円を超えたと医療費増を煽るが、医療費の内訳は、国や地方の公費負担が40%弱の16兆で、患者の保険料と窓口自己負担の合計と同じ程度に過ぎない。この点も国民負担を全て加えた総医療費だけを強調するのはメディアの情報誘導と言える。
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さらに日本の医療機関が受け取る診療報酬点数（診察料や検査・手術料）は先進国最低レベルに抑制されているのに薬剤価格は先進国最高に設定されているという理不尽な価格設定がまかり通っている。医療現場は赤字で苦しんでいるのに薬剤メーカーは利益率も高く医療界の中で独り勝ち状態、それが理不尽な日本の医療費配分の実態だ。
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２、財源は財政の無駄を見直せ、「道路と命」どちらが大切なのだ！
社会保障体制整備のためにと3年前に消費増税が断行されたが、増税された5兆円の1～2割しか社会保障整備にまわされず、新国立競技場や不要不急の公共事業、さらにリニア新幹線整備等が断行され、防衛予算も過去最高を更新している。未曽有の少子超高齢化社会到来が目前、医療や介護・福祉体制整備、さらに教育体制を社会的インフラとして最優先で整備することは国内経済活性化ためにも最重要課題なのだ。
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3、 医師の絶対数11万人不足、早急に大幅増員を　
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 私が十数年訴えてきた医師の絶対数不足の問題だが、世界一高齢化社会の日本の人口当たり医師数は、2010年WHO（世界保健機構）加盟国146ヶ国中で55位、2015年OECD（経済協力開発機構）加盟国29ヶ国中でビリから4番目で、平成26年の日本の医師数31.1万人がもし先進国平均いたらと試算すると約10万人不足している。埼玉県は全国最低だが、全国一医師数が多い徳島や京都もOECD平均医師数より少なく、同様に全国でも医師数が多いはずの東京でさえ現在も救急患者の受け入れに問題をかかえているのが現実だ。
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　日本は医師の絶対数が不足しているために、産科や小児科だけでなく、本来病院に不可欠な救急、麻酔、腫瘍内科、緩和ケア等の医師も大幅に不足している。日本の人口当り救急専門医は米国の1/7しか存在しないため、多くの救急現場で専門医でない内科や外科等の医師が夜間や休日は救急医として働かざるを得ない状況だ。その結果、長時間労働に加えて一人何役を求められる地方の病院から、マンパワーに恵まれる都市部の大病院へ医師が集中しさらなる偏在が悪化、さらに過労死さえ頻発するという深刻な事態となっている。
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４、医学生数も先進7カ国最低！
　すでに政府は将来医師が過剰になるとして、医学部定員の削減を検討開始しているが、日本は活動医師数だけでなく、医学部卒業者数も先進国最少であることを見逃してはいけない。
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５、日本の国民負担率は低いは嘘、あまりにも低い社会保障給付費！
政府は日本人の国民負担率（税や保険料等）が低いから、社会保障を充実させることは困難だと説明してきたが本当だろうか。かつて民主党政権時代に子供手当てが「バラマキ」と批判されたが、先進国では社会保障給付費として、子育て支援は当たり前、出産・育児も保育も教育も介護も医療等にいたるまで手厚い給付が行われている。これらを日本人はそれぞれ個人が支払っており、自己負担を考慮すれば日本人の純国民負担率はむしろ高い。
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その日本でさらなる社会保障削減とあらゆる世代に対する負担増が断行されようとしている。　　　　
　　　[image: image19.jpg]ARBORFROBHAEN

BARELOARRSS TRORSM )%

TORLLEOBHEAEOMEET|E LS (RUMBANE) ) e

ARNOBER GEkI) OREM

SRR HEARREERNPOR - Bt~
BsaEm | (rrooumw snac RRONRBEOTHABONREA

REBOBA [[ o ooman ree ) AROEBREOWA
EmacaEo | BRMRRECER > N

ety RESNS (HRBEMRRB2E) THIA
75BN EORORAE 1 B-28 D
FRERSERREREORMELHASREI )
EHORL DR (FIGR) % (AR £H5L. REM >
| BERRMOOBREHERELPT< TS 2y

TR HHE] [OUT. NMHRRE SBABIC )
HAERIEOLRBS|E LIS (BRTRY—C 2RV 2

Wi S

BELRBCFRMEXE MR )

ERMBOEWE 67 RETI|& LIS

O

BABEOEBBRTROTRGL

UHENERBIC BTN - RASREEORIL - W

OV

EEFRAOE SEBIIETS





【温故知新：明治から続くクレプトクラシー（収奪・盗賊政治）】
１、明治時代；渋沢栄一が指摘した官僚と経済人の問題
[image: image20.jpg]



　『（前略）私は日本今日の現状に対しても、極力争ってみたいと思うことがないでもない、いくらもある、なかんずく日本の現状で私の最も遺憾に思うのは、官尊民卑の弊がまだ止まぬことである、官にある者ならば、いかに不都合なことを働いても、大抵は看過されてしまう、たまたま世間物議の種を作って、裁判沙汰となったり、あるいは隠居をせねばならぬような羽目に遭うごとき場合もないではないが、官にあって不都合を働いておる全体の者に比較すれば、実に九牛の一毛、大海の一滴にも当らず官にある者の不都合の所為は、ある程度までは黙許の姿であるといっても、あえて過言ではないほどである。これに反し、民間にある者は、少しでも不都合の所為があれば、直ちに摘発されて、忽ち縲絏の憂き目に遭わねばならなくなる、不都合の所為あるものはすべて罰せねばならぬとならば、その間に朝にあると野にあるとの差別を設け、一方は寛に一方は酷であるようなことがあってはならぬ、もし大目に看過すべきものならば、民間にある人々に対しても官にある人々に対すると同様に、これを看過してしかるべきものである、しかるに日本の現状は今もって官民の別により寛厳の手心を異にしている。』
　

　日本の社会保障崩壊のルーツには渋沢が嘆いた官尊民卑の官僚政治と社会貢献意識が乏しい経済人の問題があり、さらに敗戦後もその政治体制は変わらずに、1983年には厚生省官僚が自身の論文で「医療費亡国論」を唱えて医療費抑制を主導したのだ。

２、明治時代；済生会設立縁起
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　私が思うには、世界の大勢に応じて国運の発展を急ぐのはよいが、我が国の経済の状況は大きく変化し、そのため、国民の中には方向をあやまるものもある。 
　政治にあずかるものは人心の動揺を十分考慮して対策を講じ、国民生活の健全な発達を遂げさせるべきであろう。 また、もし国民の中に、生活に困窮して医療を求めることもできず、天寿を全うできないものがあるとすれば、それは私が最も心を痛めるところである。これらの人たちに薬を与え、医療を施して生命を救う──済生の道を広めたいと思う。 その資金として、ここに手元金を提供するが、総理大臣は私の意をくみとって措置し、永くこれを国民が活用できるよう希望するものである。
　済生勅語が下されたのは第二次桂太郎内閣の時だが、当時は現在と異なって天皇が一定の権限を有していたと思われる。その天皇が政治を預かる者に「国民の中には方向をあやまるものもある」と苦言を呈していることは、渋沢の苦言と一致して大変に興味深い歴史的事実だ。

３、明治時代；海外から日本はどう見られていたのか？キューバ　ホセ・マルティ
　渋沢や明治天皇が嘆いていた当時の日本を世界はどう見ていたのだろうか。昨年3月に二度目のキューバ視察に参加した私は、現在も革命の使徒としてキューバ国民から尊敬を集めているホセ・マルティの文章にヒントを発見した。
ホセ・マルティはスペイン帝国を相手に戦った、第二次キューバ独立戦争（1895年～1898年）で戦闘中に亡くなった思想家だ（1853年1月18日～1895年5月19日）。独立戦争は失敗に終ったが、日本でも有名な1959年のキューバ革命のフィデル・カストロやエルネスト（チェ）・ゲバラらに多大な影響力を与え、現在も革命広場や革命記念館でマルティの像を見ることができる。
経済大国にもかかわらず医療や福祉などの社会保障を軽視する日本で、10年以上医療再生を目指して情報発信を繰り返してきた私にとって、米国の過酷な経済制裁にもかかわらず医療や福祉さらに教育を無償で提供してきたキューバは憧れの国だ。

[image: image22]
ベネズエラの読者にもこう書いている。「近代生活は、激しくきらびやかに、日本にどっと入り込んでいる」。これは、多くの人々が観察した事実が証明しているところであるが、彼は「激しくきらびやかに」と述べるにあたって、それを反語的に紹介しているのである。（中略）

天皇は反動的な人々に対抗して若者や次の世代の人々に共鳴していた。天皇が「皇室内の金の彫像であり、目に見えない神」であったとき、首相や取り巻きが国の収入や運命を手中にして、自分たちの高い身分の保障と利益のために、国民を無知と貧困の状態に置いていたのである。
マルティが指摘した「反動的」な一部の人々とは、渋沢や明治天皇が嘆いた戊辰戦争で勝利をおさめた官軍（≒官僚）と、彼らと手を結んで巨利を貪った政商だったのではないだろうか。歴史は勝者が書くもの、私はマルティの一文を見るまで日本史を教科書通りに理解していたが、明治維新は、薩長が皇室を錦の御旗として利用して、徳川幕府からクーデターで政権を奪取したという構図が明らかとなり、多くの謎が一気に氷解した。それにしても明治の日本の有り様が、アメリカ大陸にいたマルティに喝破されていたことには驚くばかりだ。
【温故知新：明治から変わらぬ国民性】
1、 明治時代；日本人を嘆いた日本人がいた
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1895年（明治28年）大隈重信や勝海舟らに渡航費用の援助を受けてアメリカへ渡り、ダートマス大学へ編入学し1936年（昭和11年）に日本人初のイェール大学教授に就任、その後同名誉教授となった。

朝河は日露戦争のポーツマス条約（1905年；明治38）後に起こった、日本とアメリカの満州・支那に対する対応についての所感を纏めた「日本の禍機」を1907年（明治41）に出版した。同書で日本の態度について、国際感覚の不足が日本の将来に禍いをもたらすのではないかと厳しく忠告し、「戦いのことについての日本の記事は当地の新聞より短く、本国の日本人には何も知らされていないのではないかと心配です。（事情がよく知らされていない日本では）罪のない忠実な一般の人民が最も気の毒であります。」と嘆いていた。さらに日本の国民性について、歴史的な流れをもとに「愚かな指図や悪い指揮にも簡単に従ってしまう傾向がある」と指摘していた。
日本の禍機の警告から30数年後、1941年に日本は大国米国を相手に無謀にも太平洋戦争に突入、朝河は大戦中もアメリカに残り、フランクリン・デラノ・ルーズベルト大統領に日米開戦の回避、戦争早期終結を働きかけるなど努力したが、日本国民は原爆投下、無条件降伏と塗炭の苦しみを味わうことになった。「日本の禍機」から100年が経過した現在、朝河の警告は今の日本人に必要ないものとなっただろうか。
２、日本の奴隷的な封建主義、日本人は12歳
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　「國破れてマッカーサー」中公文庫
　一方アメリカは民主主義の模範であり、民主主義が今日のアメリカの強さをもたらしたと考えて日本に民主主義を根付かせようとした。占領中に来日した外交官ジョン・Ｋ・エマーソンも「現在、日本人は政治的に無知であるだけでなく、政治に無関心である」とバーンズ国務長官に書き送っている。
マッカーサーの日本占領は米国内だけでなく日本国内でも高く評価されるようになったが、1950年6月25日に勃発した朝鮮戦争の方針をめぐって米国政府との軋轢が高まり、占領開始後5年8か月が経過した1951年4月11日にトルーマン大統領に突然総司令官を解任された。
帰国のために東京国際空港に向かうマッカーサーの沿道には20万人の日本人が詰め掛け、毎日･朝日の両新聞はマッカーサーに感謝する文章を掲載し、東京都議会や日本経済団体連合会も感謝文を発表した。また、吉田茂首相は「貴官の突然の離日に際し、私は受けた衝撃と悲しみとを貴官に申し伝えるべき言葉を失っております。（中略）日本国民はすべて、天皇陛下から路上の市民に至るまで貴官の離日を惜しんでいます」という書簡を渡した。（「吉田茂＝マッカーサー往復書簡集」袖井林二郎　編訳）
マッカーサーは帰国後1951年5月3日から始まった米国上院の軍事外交共同委員会で、「人類の歴史において占領の統治がうまくいったためしがないが、例外としてジュリアス・シーザーの占領と自らの日本統治がある」とし、「その成果により一度民主主義を享受した日本がアメリカ側の陣営から出ていくことはない」と強調した。
さらにヴァイマル共和政で民主主義を手にしながら、ナチズムに走ったドイツに関するマッカーサーの証言が、今も続く日本の種々の問題に示唆を与えると思われるので以下に紹介する。
　「ドイツの問題は日本の問題と完全に、そして全然異なるものでした。ドイツ人は成熟した人種でした。アングロサクソンが科学、芸術、神学、文化において45才の年齢に達しているとすれば、ドイツ人は同じくらい成熟していました。しかし日本人は歴史は古いにも関わらず、教えを受けるべき状況にありました。現代文明を基準とするならば、我ら（アングロサクソン）が45歳の年齢に達しているのと比較して日本人は12歳の少年のようなものです。他のどのような教えを受けている間と同様に、彼等は新しいモデルに影響されやすく、基本的な概念を植え付ける事ができます。日本人は新しい概念を受け入れる事ができるほど白紙に近く、柔軟性もありました。」— Military situation in the Far East 　　Corporate Author:　United States.(1951)　 
　マッカーサー発言の意図については異論両論あるようだが、この証言が日本に伝わるや否や、国民を初め政府や経済界のマッカーサー熱は一気に冷めて、計画されていた終身国賓待遇も記念館の話も立ち消えとなった。
【日本人が成長しない理由は？、カギを握るのが教育！】
１、デンマークの初等教育で重視するもの
　
福祉大国として名高いデンマークは、幼少時からの教育が違う。デンマークの幼児・初等教育で重視しているのは、まずは「よく遊べ」（有名なレゴはデンマーク製；レゴは遊ぶという意）、次に「自立と民主主義」を教えることだ。
　デンマークは、高度な公共サービスが高負担に支えられ、所得税（国税＋地方税）平均50%、法人税28％、付加価値税25%（日本の消費税に当たり教育のみかかっていない）。消費税としてタバコ、アルコール、自動車等への特別税がある一方、教育は基本的に無料、医療も基本的に無料で薬代の一部が個人負担、福祉は大半の経費を国と市が負担、さらに国民年金は現在65歳以上に支給（徐々に支給開始年齢が引き上げられる予定）される。
　公共サービスの質向上には合理化・効率化が必要で、デンマーク国民には「税金を無駄遣いしない！」というコンセンサスができている。
デンマークでは幼児・初等教育で重視するのが「信頼、自立と民主主義」である。確かに個々人が自立して生きるためには、教育や社会保障体制（公助）の整備は不可欠で、デンマークでは大学の学費がタダの上に、18歳以上になると多くの国民が家を出て自立するために、返済が不要な給付制奨学金も整備されている。世界的に見ても学費が高い上に返済必要な奨学金が一般的な日本から見れば夢の国のようだ。子供のころから民主主義をしっかり教育すれば、政治（≒税金の使い方）への関心も高まり、税金を無駄遣いさせない国民が育つ。デンマークの選挙の投票率が88.8％で世界トップクラスなのは教育の賜物なのだ。
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２、幸福度世界一デンマークの若者
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３、考えさせない日本の教育
以前から日本の教育システムに疑問を感じていたが、面白いブログを発見した。それは鈴木傾城氏の「日本の学校は、考えない人間を５つの方法で生み出している」だった。（http://www.bllackz.com/?m=c&c=20140116T1554000900）　
「多くの日本人は勘違いしているが、覚えると考えるは別である」と鈴木氏は強調、「日本では国民の８割がサラリーマンのため学校の重要な使命は上司の言うことをよく聞いて、口答えせず、言われたことを忠実に行い、不満があっても黙々と働き、集団生活を優先するように規格化すること」と日本の教育を一刀両断にしている。
私は幼稚園や小学校で「自立と民主主義」を教えてもらった記憶がないが、日本の初等教育では何を重視しているのだろう。かつて卒業式の日の丸掲揚や国家斉唱の強制が問題になっており、日本では教科書も検定された中から教育委員会が採択する体制だが、欧米では教科書は教員や学校が自由に選択できるのが当たり前だ。さらに最近では教育委員会に対する国や首長の政治的影響力が強まり、教科書採択にも政治が関与できる体制が強まっている。
4、 「いい加減、目覚めなさい」？
　「女王の教室」2005年7月から9月日本テレビ系列の土曜ドラマで主演は天海祐希。
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　それにしても確実に言えることは、日本の教育こそが会社だけでなく国家にとって都合のよい人間を再生産できるシステムではないだろうか。振り返れば医療費抑制の国策の結果の医師不足の中で、家庭を犠牲にしてまで黙々と働いてきた私も、考えない教育の成果だった。
【構造的暴力が席巻する世界からどう脱却するか】
１、積極的平和から見える構造的暴力
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私は同書の図1「帝国主義の構造」を見て、現在の日本が抱える問題の深層を理解することができた。日本が米国の周辺国となって、ごく一部の人間が利益をえる構図を変えない限り、医療再生含めて社会保障充実はもちろん、格差拡大社会も解決することは不可能なのだ。
２、キューバに見る日本再生の処方箋
　十数年以上、全国一医師不足の埼玉から、医師不足と低医療費の問題を訴えてきた。しかし構造的暴力が大手を振るう日本では、大手メディアは政府の医療費抑制策を支持し、さらに医療や福祉充実に国民の関心が乏しいのが寂しい現実だった。もう医療と日本の再生は不可能と諦めかけていた数年前に、キューバ医療視察に誘われた。

2013年11月、2015年3月、2017年3月と3回キューバ医療を視察してきたが、米国の過酷な経済制裁下でも、キューバが医療や介護を充実させてきた背景には、大国の搾取から革命で自由を勝ち取ったリーダーと、そのリーダーを支える国民の強い意志があった。
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【TPP・年金も強行採決、日本は立憲主義国？、日本の未来に希望はあるのか】
　2013年「特定秘密保護法」、2015年「安保関連法」、2016年には「TPP」や「年金」法案が強行採決され、2017年6月には共謀罪が法務委員会審議を中断して強行採決されている。　
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現在の日本では人類が長年多くの犠牲を払って獲得してきた立憲主義、①憲法で国家権力を縛る、②権力の分立と人権を守る、③多数派の横暴を防ぐが機能していない。その現実を国会は明らかにしている。
渋沢が嘆いた「官尊民卑の官僚と社会貢献意識が乏しい経済人」、マルティが指摘した、「首相や取り巻きが国の収入や運命を手中にして、自分たちの高い身分の保障と利益のために、国民を無知と貧困の状態に置いていたのである」という明治政府の構図は21世紀になった現在も変わっていない。私には日本のごく「一部の人々」は明治維新から敗戦までは天皇を、敗戦から今まで70年間は米国を盾に、「国の収入や運命を手中にして自分たちの高い身分の保障と利益のために、国民を無知と貧困の状態においている」ように見える。

　さらに明治に朝河が嘆いた「国際感覚の不足と愚かな指図や悪い指揮に従ってしまう国民性」とマッカーサーらが証言した「政治に無知で無関心な12歳の日本人」は、昨年のTPPや年金の強行採決でもそうだったが、社会保障充実と称して消費増税してその２割しか社会保障にまわさず五輪や軍事費に大金をかけるクレプトクラシー（収奪・盗賊政治）を許している。
キューバに２回、昨年９月にはベトナムも訪れた私だが、海外から日本を見直すと明治維新はクーデターによる徳川幕府から長州下級武士への権力移譲で、敗戦後の民主主義はマッカーサーがタナボタで与えてくれたものにすぎず、現在まで私たち日本人は、民主主義を自身の手で勝ち取っていない国民ということを痛感した。日本が世界の経済大国なのに先進国最低の医療費と医師数のままで、未曾有の高齢化社会を目前に社会保障が崩壊しているのもその結果だ。
しかし昨年7月の第24回参院選では、全国で野党共闘が実現し、ママの会やSEALDSなど将来の日本を担う若者層が「民主主義を守るのは自分だ」と政治に目覚めた。これらの動きは日本が真の民主主義国家に生まれ変わる第一歩ではないかと期待したが、冒頭に述べたように、10月22日の総選挙は戦後２番目に低い53.68％という投票率に終わっている。
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明治以来148年続くクレプトクラシーを打倒して真の民主主義を日本人が勝ち取る道には、今後も多くの困難が待ち受けているだろう。しかし2009年の民主党の政権交代や7月1日の都議選でも明らかとなったように、今後の国政選挙でも国民の政治に関する関心を高めて、投票率を大幅にアップすることができれば政治の流れを変えることは不可能ではない。私はこれからも講演等による情報発信と、市民活動を通して、弛まぬ努力を続ける所存だ。
人生を楽しんで働くことができる勤務環境を獲得と、診療報酬の先進国並みのアップの実現と医療・介護など社会保障充実のためには、「信頼できる国創り」が必要最低条件だ。子や孫の世代に「国民第一の日本」をバトンタッチするためには、どう行動すれば良いのかを「考えて」一緒に声を挙げ続けて頂けることを心から願いたい。
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洋泉社：2015年2月　　　　 廣済堂：2016年8月　　  自治体研究社：2017年8月
日本では、医療等社会保障崩壊・格差拡大だけでなく、戦争法から共謀罪まで数多くの問題が同時進行している。今までそれぞれの分野で、多くの人々が一所懸命問題解決のため努力してきたが、それらの根底にある日本のクレプトクラシー（収奪・盗賊政治）を一致団結して打破しなければ何も変わらない。





日本で医師の絶対数不足をどうにか補っているのは、長時間労働と高齢医師の存在だ。日本の医師は59歳まで平均毎週60時間以上勤務し（4週続けば月に80時間以上で過労死認定基準を超える）、80歳以上の医師も毎週30時間働いている。


日本の医師の絶対数不足を解決のためには、メディカルスクール（大学卒業の学士が4年間で実践的医療を学ぶ医科大学院）の新設を含めた抜本的医師増員、さらに医療秘書やフィジシャンアシスタント等、欧米で活躍している医師補助職の導入が喫緊の課題だ。








図1-3は大阪府医ニュース（2006.8.2）掲載の大阪府医師会勤務医部会のアンケート調査だが、日本で人口当り医師数が多い地域大阪の調査結果からも、勤務医が長時間労働に耐えて、医療事故の温床になっていることが明らかだ。勤務環境に関するアンケート調査；対称府医会未入会医師49歳以下有効回答369人











医療崩壊の先輩英国はすでに医学部定員50％増を断行し、日本より人口当たり医師数が多い米国でさえ、医師補助職の積極的導入に加えて、将来の高齢化社会に備えて30％の医師増員が計画されているのだ。


「メディカルスクールとPA導入で


医師の増員と負担軽減を」


本田　宏　月刊/保険診療2015年6月号より








日本資本主義の神様といわれる渋沢栄一（天保11年2月13日～昭和6年11月11日：1840～1931）は「論語と算盤」（国書刊行会）で「道徳経済合一論」の真骨頂である「金儲けだけでは駄目だ、論語に立ち返って社会貢献も考えなければならない」と経済人に訴え、さらに「時期を待つの要あり」の部で「官尊民卑」について述べている。





私は平成元年から四半世紀以上済生会にお世話になったが、実は社会福祉法人恩賜財団済生会は、明治天皇が医療によって生活困窮者を救済せよとして、明治44(1911)年に設立された恩賜財団だ。同年5月30日に発せられた明治天皇の済生勅語の大意は以下のとおりだ。





キューバの精神的支柱とされるマルティの思想に触れてみたいと思い、帰国後「椰子より高く正義をかかげよ　ホセ・マルティの思想と生涯」（海風書房）を購入した。その冒頭に、マルティ研究所副所長のペドロ・パブロ・ロドーリゲス氏が日本語版への序文として書いた一文があった。





明治時代に渋沢とも親交が深く、その後米国に渡って世界的に有名となった歴史学者の朝河貫一がいる。朝河は1873年（明治6年）福島県二本松市に誕生し福島県尋常中学（現福島県立安積高等学校）を経て、東京専門学校（現早稲田大学）を首席で卒業した。





ダグラス・マッカーサー（1880～1964）は1945年8月30日から1951年4月10日まで日本を占領・統治した連合国最高司令官だ。マッカーサーは日本の奴隷的な封建主義が「日本の悲劇」をもたらしたと断言し、日本は20世紀の文明社会ということであるが、実体は、西洋諸国が400年 も前に捨てた封建社会に近い国で、日本の生活には、それよりさらに古くどうしようもないものがあり、殆ど神話の頁をめくるようなもので、日本人は外部の世界がどうなっているか、殆ど理解していないと扱き下ろしていた。





私の所属する医療制度研究会で「デンマーク医療介護制度の実際について」という講演が開催された。演者はデンマーク在住で「福祉の国は教育大国―デンマークに学ぶ生涯教育」（丸善ブックス2004年3月）の著者小島ブンゴード孝子氏だった（第49回医療制度研究会08年7月12日　� HYPERLINK "http://www.iryoseido.com/toukou/kaihou_200808_002.pdf" ��http://www.iryoseido.com/toukou/kaihou_200808_002.pdf�　）。





小島ブンゴード孝子氏の講演をお聴きした2か月前に、医事評論家の李　啓充氏が英国レスター大学の幸福度調査に関連してデンマークの若者の証言を紹介していた。（緊急論考「小さな政府」が亡ぼす日本の医療⑧；週刊医学界新聞08.5.19）


英国のテレビ番組で1位のデンマーク（国民負担率72.5%；OECD加盟国1位）の若者が「税金は少し高いけれども、医療費も大学の授業料も無料だし、有給休暇も最低年5週。何も不満はない」と証言した。「大きな政府」の西欧諸国ではこれが「当たり前」なのだ。





当時日本の幸福度は世界88位だったが、日本の貧困度はメキシコと米国に次いで第3位で、世帯内で就労者が2人いても貧困率が高い特徴が指摘されていた。


（週刊医学界新聞08.5.19より）





『考えない人間を生み出す方法は五つ』


（１）暗記を押し付けて「考えさせない」�（２）苦手を押し付けて「考えさせない」�（３）制服を押し付けて「考えさせない」�（４）規則を押し付けて「考えさせない」�（５）団体行動を押し付けて「考えさせない」





「積極的平和主義」が唱えられて、2015年9月19日に安保関連法が強行採決された。「積極的平和」の本来の意味を平和学の提唱者であるヨハン・ガルトゥングの「構造的暴力と平和」（中央大学出版部）によれば、平和学においては国家間の紛争がない状態を指すのが「消極的平和」で、「積極的平和」とは国内外の社会構造に起因する貧困・飢餓・抑圧・阻害・差別がない状態を指す。
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